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京大東アジアセンターニュースレター   第 392 号







○ 中国関連本 ： ２０１１年 第４報  

















■京都会場  2011 年 11 月 5 日(土) 13 時 
     京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール 
 
 ■東京会場  2011 年 11 月 26 日(土) 13 時 





挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 田中秀夫 
     東京大学ものづくり経営研究センター ディレクター 新宅純二郎   
13:10-13:50 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  現代自動車から何を学ぶか 
      ―全体テーマと報告構成―   
第１部 グローバル戦略  
13:50-14:15 
フォーイン 『アジア自動車調査月報』編集長 中田 徹  現代自動車のグローバル戦略と中国事業   
14:15-14:40 
事業創造大学院大学 教授  富山 栄子 現地適応化めざした商品企画･製品開発プロセス   
14:40-15:05 
東京都市大学都市生活学部 教授 井上 隆一郎 外資メーカーブランドの中での現代ブランド   
15:05-15:30 





   
第２部 日系メーカーとの差別化  
15:40-16:05 
愛知大学経済学部 教授  李 泰王  現代自動車のサプライヤー・ユーザー関係の再構築   
16:05-16:30 
東京大学大学院経済学研究科 (院) 徐 寧教  北京現代汽車のモノづくり思想   
16:30-16:55 





懇親会  京都会場:法経総合研究棟 2 階大会議室    東京会場:京都大学東京オフィス  （参加費 2000 円,協力会会員は無料） 
司会 京都大学経済学部特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事 宇野輝 
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター長 劉徳強 
閉会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター協力会副会長 大森經徳 
 









時  間： 2011年11月15日(火) 16：30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館・地下１階みずほホール 
報告者：杜  進（ト シン）拓殖大学国際学部教授 
テーマ： 「人民元改革の『内』と『外』」  
 
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2011年度における開催(予定)日は以下の通りです。  



















現在ホットな話題となっている中越摩擦問題についてベトナム社会科学院中国研究所の Nguyen Thi 





日時は 12 月 17 日(土)14:00-17:00  
会場  京都大学経済学研究科 2F201 演習室 











                                                             小島正憲 
 
１３７．「中国の経済発展と制度変化」  厳成男著  京都大学学術出版界  ６月１０日 
１３８．「中国共産党」  別冊正論  産経新聞社  ６月２２日 
１３９．「中国情報ハンドブック ２０１１年版」  ２１世紀中国総研  蒼蒼社  ７月２５日 
１４０．「中国経済の成長持続性」  ２１世紀政策研究所 渡辺利夫監修 朱炎編  勁草書房  ７月２５日  
１４１．「中国東北部の“昭和”を歩く」  鄭銀淑著  東洋経済新報社  ７月２８日 
１４２．「軍艦島に耳を澄ませば」  長崎在日朝鮮人の人権を守る会  社会評論社  ７月３１日 
１４３．「誰も書かなかった“反日”地方紙の正体」  日下公人編  産経新聞出版  ８月４日 
１４４．「中国の海洋戦略にどう対処すべきか」  太田文雄・吉田真共著  芙蓉書房出版  ８月１５日 
１４５．「チャイナ・リスク 爆発前夜」  黄文雄著  海竜社  ８月１６日 
１４６．「“昭和の大戦”の真実（正）」  黄文雄著  ワック  ８月１６日 
１４７．「２０１２年中国崩壊 ２０１４年日本沈没」  浅井隆著  第二海援隊  ８月１６日 
１４８．「中国のジレンマ 日米のリスク」  市川眞一著  新潮新書  ８月２０日 
１４９．「現代中国を形成した二大政党」  北村稔著  ウェッジ  ８月２２日 
１５０．「島国チャイニーズ」  野村進著  講談社  ８月２４日 
１５１．「続 墓標なき草原」  楊海英著  岩波書店  ８月２６日 
１５２．「双頭の龍の中国」  シャヒド・ユースノフ、鍋嶋郁共著  村上美智子訳  一灯社  ８月２８日 
１５３．「中国市場攻略のルール」  陳立浩著  すばる舎  ８月２８日 
１５４．「中国環境ハンドブック ２０１１―２０１２年版」  中国環境問題研究会  蒼蒼社  ９月１日 
１５５．「中国経済データハンドブック ２０１１年版」  日中経済協会  ９月１日 
１５６．「中国人の腹のうち」  加藤徹著  廣済堂新書  ９月９日 
１５７．「中華人民共和国誕生の社会史」  笹川裕史著  講談社  ９月１０日 
１５８．「辛亥革命１００年と日本」  日台関係研究会  早稲田出版  ９月１３日 
１５９．「孫文革命文集」  深町英夫編訳  岩波書店  ９月１６日 
１６０．「中国社会の見えない掟―潜規則とは何か」  加藤隆則著  講談社  ９月２０日 
１６１．「チャイニーズ・レポート 中国の愛人たち」  邱海涛著  宝島社  ９月２０日 
１６２．「中国最後の証言者たち」  欣然著  中谷和男訳  武田ランダムハウスジャパン  ９月２２日 
１６３．「やっかいな中国人を黙らせる法」  鈴木健介著  草思社  ９月２５日 
１６４．「いまさら聞けない中国の謎６６」  歐陽宇亮著  プレジデント社  ９月２５日 
１６５．「“昭和の大戦”の真実（続）」  黄文雄著  ワック  ９月２７日 
１６６．「トンデモ中国・中国を知らねば日本の復興はない」  黄文雄著  まどか出版  ９月２９日 
１６７．「中国大暴走」  宮崎正弘著  文芸社  ９月３０日 
１６８．「中国人観光客を呼び込む必勝術」  徐向東著  日刊工業新聞社  ９月３０日 
１６９．「“中国版”サブプライム・ローンの恐怖」  石平著  幻冬舎新書  ９月３０日  





１７１．「支那人の日本侵略」  金友隆幸著  日新報道  １０月５日 
１７２．「中国が変える世界秩序」  関志雄・朱建栄編著  日本経済評論社  １０月５日 
１７３．「中国で勝つ １０の原則と５０の具体策」  尹銘深著  東洋経済新報社  １０月６日 
１７４．「“壁と卵”の現代中国論」  梶谷懐著  人文書院  １０月１０日 
１７５．「北京と東北部と―流れる時を紀行する」  社本一夫著  西田書店  １０月１０日 
１７６．「豹変した中国人がアメリカをボロボロにした」  川添恵子著  産経新聞出版  １０月１１日 
１７７．「中国人はなぜうるさいのか」  吉田隆著  講談社  １０月１２日 
１７８．「中国革命の真実―過渡期への手付」  くどうひろし著  柘植書房新社  １０月１５日 
１７９．「中国ビジネスに失敗しない７つのポイント」  杉田敏著  角川書店  １０月１５日 
１８０．「鏡の国としての日本」  王敏著  勉誠出版  １０月２０日 
１８１．「中国市場戦略」  エドワード・ツェ著  日本経済新聞出版社  １０月２４日 
１８２．「なぜ中小企業の中国・アジア進出はうまくいかないのか？」  日経トップリーダー編  日経 BP 社  １０月２４
日 
１８３．「１０年後の中国」  高原明生・大橋英夫・園田茂人・茅原郁生・明日香壽川・柴田明夫共著  講談社 １０月
２５日 
１８４．「北京コンセンサス」  園田茂人・加茂具樹共著  岩波書店  １０月２７日 
１８５．「チベットの祈り、中国の揺らぎ」  ティム・ジョンソン著  辻仁子訳  英治出版  １０月３０日 
１８６．「上海万博とは何だったのか」  江原規由著  日本僑報社  １０月３１日 
１８７．「中国マネーの正体」  富坂聰著  PHP 研究所  １１月１日 
１８８．「真実の中国史 ［１８４０―１９４９］」  宮脇淳子著  李白社  １１月３日 
１８９．「温家宝の公共外交芸術を探る／温家宝公共外交藝術初探」 企画：段躍中：執筆：趙新利 日本僑報社 １１月１
１日 
                                                                    以上 
************************************************************************************************ 
























































































































































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年             
1 月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5 月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
